


































• ①現行の地方債制度のもとでは、適債性の範囲で起債をし、事業費に対する充
当率は100％を下回り、耐用年数よりも償還期間を短く設定していることから、減
価償却よりも元本償還（および投資的経費に充当される一般財源、国庫支出金
等）の方が大きい

• ②現金収支が黒字ならば、元本償還を行うだけの現金があることであるので、①
の条件の下では減価償却分の現金収入があるということであり、したがって発生
主義で見ても当期のコストは当期の収入で回収でき、その意味で「当期利益」に
あたるものは黒字であり、持続可能性の条件を満たしている

• ③①の条件の下では、現金主義における持続可能性の条件（現金収支が黒字）
であれば、発生主義における持続可能性の条件（当期で発生した費用を当期の
収入で回収できる）を自動的に満たすので、財政運営にあたっては、現金収支が
黒字であるかどうかが一義的に問題となり、したがって財政指標も現金主義的な
指標で十分となる

• ④現金主義では、減価償却を認識していないので、当期利益にあたるものは認
識できないが、償還財源は定義できるので、純負債と償還財源を比較することで
償還能力の分析ができる

• ⑤自治体の財政運営では、償還能力の分析をさらに深め、従来の資金繰りの分
析とあわせて、短期の財政収支を資金繰り、長期の財政収支を償還能力の観点
で分析することで、これまでになかったような財政運営の指針を導くことができる



• 議会の本来の役割は、理事者に対して住民代表として制約を課すこと

• 議会提案条例によって、財政の枠組みを作ることは時宜に適ったこと

• 岐阜県多治見市の財政健全化条例は注目に値する

• 財政的な枠組みを作る際に必要な情報は、現金主義でこと足りる(地方債の起債、
償還、適債性、充当のルールがある限り)

• その場合の財政分析は、資金繰りと償還能力の観点で行うのが適当

• それぞれの指標に対して、議会が目標値を設定すればどうか

• 償還能力の指標は、基本は決算統計で可能であり、普通会計以外の赤字や負
債の認識については、地方財政健全化法の枠組みも活用できる
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実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

平成１ 1.12 30 10.2 16 -0.11 29 2.85 28 3.06 9

平成２ 0.67 38 8.8 9 -0.04 42 3.17 21 3.31 8

平成３ -0.14 58 8.7 8 0.01 56 2.85 28 3.09 9

平成４ -1.37 78 9.3 11 0.05 68 2.01 62 2.50 15

平成５ 0.05 53 10.7 19 -0.00 53 1.16 97 1.61 37

平成６ -0.71 70 11.8 25 0.03 62 1.42 91 1.27 54

平成７ -0.52 66 12.6 32 0.02 60 1.53 87 1.05 67

平成８ -1.28 77 14.3 48 0.05 68 1.56 86 1.03 68

平成９ -0.22 60 17.0 74 0.01 58 1.19 96 0.87 78

平成10 -1.34 78 20.9 95 0.12 79 0.50 100 0.70 89

平成11 0.65 39 21.0 95 -0.08 33 0.95 99 0.86 80

平成12 -1.80 83 22.6 98 0.16 84 0.86 99 0.93 75

平成13 -1.56 80 24.4 99 0.15 83 0.74 100 0.89 78

平成14 -1.59 81 25.1 99 0.18 85 0.51 100 0.81 82

平成15 2.42 15 23.8 99 -0.23 17 1.30 93 0.99 71

平成13 -11.29 26.9 0.66

平成14 -11.02 27.7 0.59

平成15 -5.85 26.1 0.79

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

実数

全都市・
全期間で
上位
○○％

平成１ 55.1 9 2.75 10 2.29 11 0.59 92 65.3 7 6.6 11

平成２ 53.7 7 2.36 6 1.85 7 0.53 95 62.5 4 5.7 7

平成３ 54.0 7 2.67 9 2.15 9 0.54 94 62.6 4 5.2 4

平成４ 58.4 20 3.30 15 2.64 16 0.53 95 67.7 10 5.3 5

平成５ 62.7 39 4.91 38 3.97 36 0.54 94 73.3 24 5.7 7

平成６ 63.6 43 5.87 50 4.74 46 0.53 95 75.4 31 6.5 10

平成７ 65.3 51 6.91 63 5.72 58 0.52 96 77.9 40 7.3 15

平成８ 63.8 44 6.88 62 5.79 59 0.51 97 78.2 40 8.0 20

平成９ 62.8 39 7.96 72 7.26 71 0.54 95 79.9 48 8.9 29

平成10 67.4 61 9.81 84 10.01 85 0.55 94 88.3 81 10.0 42

平成11 63.8 44 8.09 73 7.93 76 0.46 100 84.8 69 11.0 55

平成12 62.7 39 7.53 68 7.52 73 0.44 100 85.3 71 11.8 66

平成13 63.5 42 7.90 72 8.40 79 0.46 99 87.9 80 12.7 78

平成14 64.3 46 8.94 80 10.85 87 0.46 99 89.4 84 12.6 76

平成15 61.8 34 7.15 65 7.12 70 0.44 100 85.6 73 12.3 72

平成13 69.8 10.63 14.19

平成14 70.9 12.34 22.01

平成15 67.7 9.01 10.67

財政状況に関する所見(1)
三重県

財政状況に関する所見(２)

平均償還年数／
債務償還可能年
限

公債費を除く経常
収支比率

債務償還可能年
限(除く公営企業)

地方交付税を考
慮した債務償還
可能年限(除く公
営企業)

財政力指数（単年
度）

地方交付税の減額（基準財政需要額の１割カットを想定）

実質単年度収支
比率

経常収支比率の
公債費分

持続可能性指数 償還財源指数

資金繰り指標

地方交付税の減額（基準財政需要額の１割カットを想定）

経常収支比率 起債制限比率

償還能力指標 従来型指標
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実質単年度収支比率 1.12 0.67 -0.14 -1.37 0.05 -0.71 -0.52 -1.28

経常収支比率の公債費分 10.2 8.8 8.7 9.3 10.7 11.8 12.6 14.3

持続可能性指数 -0.113 -0.040 0.006 0.050 -0.002 0.027 0.021 0.053

償還財源指数 2.85 3.17 2.85 2.01 1.16 1.42 1.53 1.56

標準財政規模に対する2基金比率 11.0 17.6 22.6 26.0 25.8 25.9 23.8 22.9

地方債の平均償還年数 8.42 7.82 8.24 8.23 7.91 7.44 7.23 7.06

平均償還年数／債務償還可能年限 3.06 3.31 3.09 2.50 1.61 1.27 1.05 1.03

公債費を除く経常収支比率 55.1 53.7 54.0 58.4 62.7 63.6 65.3 63.8

償還充当可能財源 132,348,729 155,839,259 155,463,765 139,212,844 113,892,607 104,938,637 104,755,995 118,986,212

純負債(除く公営企業) 363,480,000 367,743,011 414,939,456 458,924,684 558,714,163 615,984,554 724,293,249 818,560,112

純負債(含む公営企業) 0 0 0 0 0 0 0 0

債務償還可能年限(除く公営企業) 2.75 2.36 2.67 3.30 4.91 5.87 6.91 6.88

債務償還可能年限(含む公営企業) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

地方交付税を考慮した債務償還可
能年限(除く公営企業)

2.29 1.85 2.15 2.64 3.97 4.74 5.72 5.79

地方交付税を考慮した債務償還可
能年限(含む公営企業)

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

財政力指数（単年度） 0.59 0.53 0.54 0.53 0.54 0.53 0.52 0.51

経常収支比率 65.3 62.5 62.6 67.7 73.3 75.4 77.9 78.2

実質収支比率 1.33 1.40 1.32 0.62 1.04 1.00 1.13 0.56

起債制限比率 6.6 5.7 5.2 5.3 5.7 6.5 7.3 8.0

従
来
型
指
標

三重県

資
金
繰
り
関
連
指
標

償
還
能
力
関
係
指
標

平成元年度 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度
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実質単年度収支比率

経常収支比率の公債費分

持続可能性指数

償還財源指数

標準財政規模に対する2基金比率

地方債の平均償還年数

平均償還年数／債務償還可能年限

公債費を除く経常収支比率

償還充当可能財源

純負債(除く公営企業)

純負債(含む公営企業)

債務償還可能年限(除く公営企業)

債務償還可能年限(含む公営企業)

地方交付税を考慮した債務償還可
能年限(除く公営企業)

地方交付税を考慮した債務償還可
能年限(含む公営企業)

財政力指数（単年度）

経常収支比率

実質収支比率

起債制限比率

従
来
型
指
標

三重県

資
金
繰
り
関
連
指
標

償
還
能
力
関
係
指
標

-0.22 -1.34 0.65 -1.80 -1.56 -1.59 2.42

17.0 20.9 21.0 22.6 24.4 25.1 23.8

0.012 0.116 -0.083 0.162 0.151 0.177 -0.230

1.19 0.50 0.95 0.86 0.74 0.51 1.30

17.4 10.2 8.5 9.3 8.8 7.4 12.9

6.95 6.86 6.92 7.01 7.01 7.27 7.08

0.87 0.70 0.86 0.93 0.89 0.81 0.99

62.8 67.4 63.8 62.7 63.5 64.3 61.8

113,678,215 103,308,580 132,273,178 143,942,119 139,467,663 125,960,316 154,541,339

904,717,276 1,013,730,176 1,069,543,675 1,084,127,746 1,102,400,974 1,126,343,657 1,104,790,413

0 0 0 0 0 0 0

7.96 9.81 8.09 7.53 7.90 8.94 7.15

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

7.26 10.01 7.93 7.52 8.40 10.85 7.12

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.54 0.55 0.46 0.44 0.46 0.46 0.44

79.9 88.3 84.8 85.3 87.9 89.4 85.6

0.82 1.48 2.55 1.59 1.24 0.97 1.30

8.9 10.0 11.0 11.8 12.7 12.6 12.3

平成12年度 平成13年度 平成15年度平成14年度平成９年度 平成10年度 平成11年度
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